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V章　米国議会等における周波数オークションの検討経過（1985-1993年）

A. FCCによる「周波数オークション」の推進と議会への提案

1. FCCによるオークション制度の研究

「周波数オークション制度」法案が米国議会で成立したのは1993年夏である。しかし、議会がこれをはじめて検討したのは、その7年前の1986年秋のことであった。FCCでは、1980年代前半から、セルラー免許発行時に経験した困難（IV章C.2）を解決するために、オークション方式による免許発行を研究し、その導入を計画していた。FCC内でその推進力となったのが、FCC企画政策局（Office of Plans and Policy: OPP）に所属するエコノミスト達である。
1985年、すなわち無差別選択方式が議会で認められてから4年後に、OPPのE. KwerelとA. Felkerの両博士は、論文 "Using Auctions to Select FCC Licensees" を発表し、具体的な周波数オークション制度を提案した
。同論文は、まず比較聴聞、無差別選択、競争入札（オークション）の３制度の特質を比較し、主として経済的理由から、オークションが他の２制度に比較して優れていることを示した。また、同論文は、実際にオークション制度が実施される際の諸問題、すなわち「オークション制度の設計」にまで言及した。複数のオークション制度の特質、周波数資源のように多数のチャネルが同時にオークションされる場合の問題点、オークションにおける入札ステップを進行させるための方策、入札保証金・頭金を含む周波数免許代金の納入手続きに関する問題等の具体的事項まで検討し、周波数オークション制度の構築に当たって解決されるべき事項の大要を描き出したのである。前述したR. Coase教授の論文（IV章C）が「市場メカニズムとオークションの有用性に関する理論的考察」を与えたのに対し、本論文は「オークションの実施のための制度構築の検討」結果を提示した。この論文は、1993年に議会がオークション制度の導入を立法（legislation）した後、FCCがオークション制度のための規則制定（implementation）をおこなう際の出発点となった。
　本論文の発表以降、R. Pepper OPP局長（当時）によってリードされたOPPメンバーは、FCCにおけるオークション推進の中心として、当時実施されていた無差別選択方式から生ずる問題点を指摘しながら、議会内外でオークション制度の支持者を拡げていった。また議会が1993年にオークション制度を立法した後、OPPのメンバーとりわけE. Kwerel博士は、FCC外部のエコノミストとも協力して、実際にオークション制度を設立するための規則制定の任にあたった。これらの功績によって、同博士は、1997年にFCC委員長から表彰を受けている。

2. FCCによるオークション制度の議会への提案

1985年11月に、FCCのM. S. Fowler委員長は、米国議会下院のエネルギー・商務委員会（Committee on Energy and Commerce）通信小委員会（Subcommittee on Telecommunications, Consumer Protection, and Finance）のT. E. Wirth委員長宛に書簡を送り、周波数オークション導入の必要を訴えた。その結果、翌1986年10月1日に、同小委員会で「周波数オークション導入」に関する最初の公聴会が開かれた（付録A. I. 1）。
同公聴会では、Wirth小委員長の司会のもとに、まずFowler委員長が証言し、次いで大統領経済諮問委員会からThomas Moore博士が証言した。

Fowler委員長は、「議会がFCCに対し、主として商用目的の周波数の初期免許を、従来の比較聴聞、無差別選択方式に加え、オークション方式で発行する権限を与える」ことを望む旨を述べ、オークション方式の長所を説明した。全体として、提案内容・表現は控え目であり、「現在セルラー免許発行に使用している（不合理な）くじ引き方式を、必要なかぎりでオークション方式に置き換える。」ことを述べている。たとえば「すでに周波数の再販市場が成立しているので、オークションの導入は周波数の最終保有者が誰になるかには影響を及ぼさない。極言すればその効果は、これまでくじ引きで当たった人が受け取っていたwindfall profits を、政府収入に変えることだけである。」としている。また放送用周波数をオークション対象から除く理由として、「政治的に実現不可能である（放送事業者の強い反対が予想される）」ことに加え、「放送事業者の大部分は、それ以前に市場価格で放送事業の譲渡を受けており、周波数の市場価格相当分をすでに支払っている（つまり、当初において放送用周波数の割当を受けた事業者は、事業譲渡を通じてすでに周波数資産価値に対応する利益を手に入れており、これは今となっては回復不可能である）」ことを挙げている。
同委員長の説明と、公聴会後に同会記録に入れられた、委員・小委員からの質問事項への回答を加えると、オークション制度が立法される1993年までの7年間の議会審議等で出された論点の相当部分が、この時点のFCCの当初提案に示されている。主要な論点としては、「資産力の大きな事業者がオークションの結果として周波数を独占するのではないか（”deep pocket” の問題）」「少数民族事業者が不利な立場に立たされるのではないか（”minority” の問題）」「オークション後の周波数退蔵の可能性（”warehousing” の問題）」（本章C. 3参照）が挙げられる。Fowler委員長は、これらの問題は危惧する必要がないか、あるいは適切な法律・規則によって対処可能であることを述べている。
次に証言した大統領諮問委員会のMoore博士は、エコノミストとしての立場から周波数オークション制度を支持する旨を述べた。その内容は、周波数資源配分の効率性、比較聴聞・無差別資源配分方式と比較したときの割当コストの節約、時間の節約などである。

なお、同公聴会では、上記両名の他に民間から5名が証言し、また公聴会後に、他政府機関および民間から計17名が文書によって意見表明を行っている。それらの約3分の2は周波数を使用するユーザ（事業者）であるが、そのほとんどすべてが周波数オークションに反対している。他方残りの3分の1は政府機関の代表者、研究者等であるが、大多数が賛成意見である。
また公聴会に出席した議員（同日に民主・共和両党の大統領選集会が開かれていたこともあり、出席は少数であった）の意見は、同記録からは判然としないが、親委員会であるエネルギー商務委員会のJohn D. Dingell 委員長や、Wirth 小委員長など少数のコアメンバー（通信分野の中心議員）は、オークション提案に同情的である。しかし、他の大部分の委員は、反対あるいは懐疑的であった模様である。

いずれにしても1986秋の第99議会の会期末に開かれたこの公聴会は、FCCによる周波数オークション提案のいわば「瀬踏み」であり、後年の本格提案の準備であった。議会が次に公聴会を開くのは、3年後の1989年秋になってからである。

B.　FCCによるPCN（PCS）サービス開始企画と政府用周波数の転用提案
　1993年の通信法改正で実現した「周波数オークション制度」は、PCS移動電話、直接衛星放送をはじめとする多数のサービスのための周波数割当に適用されたが、そのうちで中心的な位置を占めたのは、PCS移動電話のための周波数オークションであった。
　FCCは、1986年秋の「周波数オークション提案」が、多数の議員および事業者による「拒否反応」に会った後、オークション制度自体の積極的な推進をしばらく保留し、政府使用周波数の「転用」による新サービス供給など、関連する諸方策の実現をはかった。本節では、その概要を、主としてFCCの側から解説する。

1980年代後半に、無差別選択方式によるセルラー電話用周波数の割当が進行していた時期に、次世代の移動電話サービス（後のPCS、日本の第2世代移動電話方式に相当）の実現に向けて、FCC内外でいくつかの動きが生じた。まず、1989年ごろから、セルラーに続く移動通信方式として、複数のベンチャー事業者がPersonal Communications Network（PCN）を提案していた。PCNは、セルラー電話とコードレス電話の中間の形態であり、その特色は、デジタル方式の採用、小規模通話領域（microcell）と小出力通信に基づく必要周波数帯の節約、そしてそれらの結果としての「電話網への新しいアクセス手段」の提供にある。通信方式としては、FDMA、TDMA（GSMヨーロッパ方式を含む）、CDMAのデジタル3方式が提案されていた。FCCはこれらの提案を積極的に受入れ、一般案件GN90-314「PCS検討」
他によって、新世代の移動通信方式の検討を進めた。
　また、これと並行して、FCCは、民間企業による新しい通信方式の開発を促進するため、「創始者優遇方式（pioneers preference system）」の検討を、FCC一般案件GN90-217他によって進めた。創始者優遇制度とは、他と比較して格段に優れた新技術を開発・提供した事業者に対し、周波数の無料優先割当などの優遇措置を実施するものである。FCCによる本措置は、少なくとも当初は成功を収めた。同検討の進行中に、数十のベンチャー企業がPCN技術の実験のために次々と名乗りを上げ、FCCに対して実験免許を申請したのである。しかしながら実際には、本優遇措置は、当初計画の一部しか実施されなかった。選に漏れた企業がこれを不満として訴訟に出るケースが多かったこと、また議会から、FCCによる優遇企業の選択方式に問題があるとして調査を受けたこと、周波数の無料割当が優遇に過ぎるとして有料割当に変更されたこと、などがその理由である。最終的には、1997年に同優遇措置は廃止された（97FCC309）
。しかしながら、同措置は、初期の段階におけるPCNの技術開発を促進させる効果をもたらした。
　FCCによるPCN（PCS）技術の検討が進行し、新世代の移動通信サービスがその実施可能性を高めつつあった期間、FCCと行政当局（商務省のNTIA）は、PCS用の新しい周波数帯を見出すことを議会に提案した。それは、政府公共機関が安全目的等に使用していた2GHz帯において、約200MHz分の周波数帯を政府使用から民間使用に移管する提案である。この提案は議会において、「周波数共用（spectrum sharing）」と呼ばれた。ただし、同周波数帯が実際に空白状態にあったのではなく、その一部がマイクロウェーブ通信等に使用されていた。したがって同周波数帯をPCS用に移管するためには、既存マイクロウェーブ・ユーザに対する何らかの措置（別の周波数帯への移転、あるいは妨害・干渉なしに同周波数帯をPCSと共用するための技術的措置）が必要であった。これらの措置は、いずれもコスト（PCS事業者によって負担されることになる）を要するため、同コストの推定方式や推定結果の確認、既存マイクロウェーブ・ユーザの移転時期等をめぐって対立が生じた。FCCは、これらの問題について技術案件ET92-9等を設定し、各方面から意見を徴収しながら、少しずつ解決策を具体化していった。
　以上を要するに、1980年代末から1990年代初頭にかけてFCCは、PCS用を主とする「周波数オークション制度」の実現のために、3個の分野にわたって準備を進め、これを順次議会に提案したのである。それは、第1に多数のベンチャー企業を巻き込んだPCS技術方式の検討、第2に創始者優遇制度の検討、第3に商務省NTIAとの協力によるPCS用周波数帯の供給であった。これらは、結果的にオークション制度導入のための外濠を埋めるという役を果たした。なお、オークション制度の導入自体については、この時期においてFCC側でその必要を述べるにとどまり、議会側の同意は得られないという状態が続いた（付録A. I. 2、3、4）。
C. 議会によるオークション制度等の審議

　1. 議会審議の全体概要
　「オークションによる周波数割当」制度構築の基本は、議会による「1934年通信法」の改正である。実際に改正が実現したのは、クリントン政権に入った1993年夏のことであるが、前章で述べたように、議会の審議はその7年前の1986年、すなわちレーガン政権の終期から開始された。ただし、実質的な検討に入ったのは、1989年のブッシュ政権開始後であった
。
この期間上下両院では、周波数の取り扱いをめぐって多数の法案が提出され、「オークション導入」だけでなく、新技術の開発促進、PCSの実現、「周波数の転用・共用」などの関連案件が検討された。（前節で述べたように、FCCは議会審議と連動しつつ、これらの案件についての規則制定を進めた。）上下両院の委員会・小委員会
では、周波数に関するこれらの問題について延べ百数十人に及ぶ官民の専門家による公聴会を開き、意見の陳述を受けた。また、FCC、NTIAに加え、PCS事業者協会（PCSとオークション導入に賛成の立場）、セルラー電話事業者協会（同反対の立場）は、周波数問題に関する多数のコンファレンスを開いてそれぞれの立場から意見を表明した。また当然のことながら、オークション導入の利害関係者は活発なロビー活動を展開した。
　6年にわたる検討期間の当初は、両院委員長、小委員長をはじめ、大部分の議員がオークション導入に反対の、あるいは少なくとも懐疑的な立場をとっていた。しかしながら論議が進むとともに、オークション提案は議会内外で少しずつ支持を拡げ、1992年夏までに、オークション導入に向けての大勢が決まった。
　議会によるオークション提案の検討期間は、大別して、前半(1989－90年：第101議会)と、後半(1991－93年：第102議会と103議会第1期)に分かれる。前半は、オークション制度の「説明・理解」と、「周波数共用」「創始者優遇制度」などの関連案件の策定・提案の期間であった。後半においては、オークション導入に伴う問題点、とりわけ、オークション制度を「試行」的に採用することの是非、小規模事業者等に対する参入機会の確保、既存マイクロウェーブ使用者との調整、オークション収入を最大化するように制度を作るべきか否か、同収入の取り扱い方等の問題が検討され、各分野の利害を代表する委員・議員によって法案に多くの修正が加えられた。最終的には、1993年夏に、上下両院協議会での妥協結果が、僅差で両院を通過した。
　また「周波数オークション」は、連邦政府予算審議の一環として検討された。オークション制度は、従来（手数料・名目的使用料等を除き）無料で提供されていた周波数を競争入札にするのであるから、当然に政府収入の増大をもたらす。そのため「オークション法案」は、（他の多数の法案と同じく）予算と一体化して審議される「予算関連法案（omnibus budget act）」に含めて取り扱われた。
　当初、FCCによる周波数オークションの提案においては、政府収入の増大はいわば副産物であり、直接の目的は周波数資源の効率的配分、とりわけ初期免許の割当に要する時間の短縮と手間の節約にあった。しかしながら、1980年代初頭のレーガン政権発足当初から、1990年代中葉のクリントン政権（第1期）にいたるまで、米国政府の重要課題の1つは連邦財政赤字の削減にあった。周波数オークションは、連邦政府収入の増大をもたらすという理由で、大統領府予算局、財務省、議会の予算委員会等から歓迎されたのである。場合によっては、周波数オークションの第一目的が連邦政府収入の増大にあると考えられたこともあり、この要因はオークション制度の実現を推進する方向に作用した（ただし、後に述べるように、1996年、1997年の予算審議プロセスにおいて、同じ要因が「周波数の叩き売り」と呼ばれるマイナスの結果をもたらしかねない立法を生むことにもなった（●章●））。
2.　議会審議の経過（前半：1989－90年）
　当初1986年に周波数オークションの導入が議会に提案され、上下両院の委員会（下院エネルギー・商務委員会、上院商務委員会）に付託され、下院通信小委員会で公聴会が開かれた（本章A. 2）際には、関係議員の大部分が、反対、あるいは懐疑的な意見を表明した。オークション制度に同情的であったJohn Dingell下院エネルギー・商務委員長も、周波数オークションは連邦政府の収入を増大させるかもしれないが、周波数割当を支払い能力・資産能力によって決めることになり、周波数を必要とする事業者に割当をおこなうという従来方針の変更を意味する、という半ば批判的な意見を述べていた。オークションによって負担が増加する通信事業者はもとより、同じくオークションによる通信料上昇から負担が増大すると考えた消費者団体も、一様に反対意見を提出した。
　1988年になってもこの大勢は変らず、とりわけ下院Edward J. Markey通信小委員長は、オークションに対して強い抵抗感を示していた。通信小委員会では、わずかに下院Don Ritter議員などごく一部の委員が賛成意見を表明していたに留まった。他方上院においては、上院Earnest F. Hollings商務委員長が反対意見、Daniel K. Inouye通信小委員長が消極的な賛成意見であった。
　これらに対し、FCCおよび政府行政側の商務省・NTIAの担当官等は、議会において粘り強い説明・説得を繰り返し、上下両院の委員会委員から賛成意見を得るように努力を重ねた。しかしながら、第100議会末の状態では、上下両院の本会議はもとより、委員会においても、オークション制度への賛成を得ることはまだ程遠い状態にあった。
　1989年に入って第101議会が開始されると、上下両院の委員会で、周波数問題を本格的に検討しようとする動きが生じた。両委員会では、無差別選択による周波数割当の現状、周波数資源全体にわたる利用の現状や、新世代移動通信に関する将来の方向等のテーマに関して公聴会を開き、FCC、NTIAおよび民間事業者から情報を収集することを試みた。とりわけ、下院エネルギー・商務委員会は、周波数資源全体の利用実態が不明確であることを批判し、商務省・NTIAに対して、周波数の使用・管理の現状に関する根本的な調査を実施し、その結果を議会に報告するよう勧告した
。
　1989年には、主としてPCSに利用する目的で、政府保有（NTIA所管）の周波数200MHzをFCC管轄に移管する「周波数移管（共用）法案」が提出され、公聴会においてFCC、NTIA側の意見が述べられた。周波数移管の提案自体に対して、民間事業者はすべて賛成意見であり、一部の政府部門を除いて反対者は皆無に近く、議員の同意を得ることは容易であった。しかしながら、オークション提案との関係から、多数の議論が出て移管法案の審議は停滞した。
　当初、移管提案自体はオークション提案と切り離して取り扱われたが、前者の説明の中で、FCCのA. C. Sikes委員長およびNTIAのJ. Obuchowski長官は、それぞれ移管対象となる周波数をオークションによって割り当てる必要を述べ、「周波数以外の国有財産で、民間に無料で割り当てられているものは存在しない」旨を指摘した。他方、1989年から翌90年にかけ、FCCにおいてPCS検討、創始者優遇制度の検討が進み、新世代の移動通信サービスの実現に向けての機運が少しずつ盛り上げられていった（付録A. I. 2）。
　1990年6月にいたり、下院商務委員会は、「周波数移管法案」、すなわち2GHz帯で200MHz程度の周波数をNTIA管轄からFCC管轄に移す法案を可決した。下院本会議も、同8月にこれを可決した。同法案には、元来、周波数オークション禁止条項が含まれていたが、下院委員会における検討のプロセスで、同条項は修正・削除された。しかしながら、これに対して上院委員会は賛成の意向を示さず、周波数オークションの実現は、翌1991年以降の検討後半期に持ち越されることになった（付録A. I. 3）。
3.　議会審議の経過（後半：1991－93年）
　オークション制度の骨組みは、1991－92年の第102議会で作られた。まず1991年初頭に、Bush大統領は、『大統領経済白書』の中で、周波数オークション制度の早期確立が望ましいことを述べ、この問題に関する態度を明らかにした。同白書は、オークションの意義が競争の促進にあり、電波の使用者の選択とその価値の決定を市場メカニズムに委ねることによって、電波の使用効率が高められることを主張している。1959年におけるR. Coase教授の主張が、30余年を経て、ようやく時の大統領に受け入れられたのである。
　1991年2月末になると、下院通信小委員会で、前議会において可決された「周波数の共用」法案が再提出され、その検討が始まった。E. J. Markey小委員長は、この時点では、周波数の共用とオークションは別個の問題であり、両者は切り離して検討されるべきであると述べていた。これに対し、FCCのA. C. Sikes委員長、NTIAのObuchowski副長官は、同委員会においてオークションの必要を繰り返し主張し、オークションを伴わない周波数の共用には反対せざるを得ない旨を述べた（付録A. I. 4）。
　1991年4月に入ると、上院商務委員会と同通信小委員会でも、（オークションを含まない）周波数共用法案の検討が始まった（付録A. I. 5）。同商務委員会は同年5月に同周波数共用法案を可決し、本会議に送付した。オークションについては、通信小委員会のD. K. Inouye委員長が近く公聴会を開く旨を述べたが、7月に入ると、T. Stevens上院議員が、共用法案にオークション条項を入れる修正案を提出した。FCCでは、この時期に進行しつつあったセルラー電話用周波数のくじ引き割当において、1社で数万件を超える申請をおこなうapplication millsが絶えない事実を指摘し、オークションの必要を強く主張した。7月に入り、上院商務委員会は上記「周波数共用法案」を可決し、本会議に送付した。他方、下院でも、同趣旨の法案が本会議で可決された。これらに対し、大統領府においては、オークション条項を伴わない共用法案が送られてきても拒否権を発動する旨を明言した。これらの結果、周波数共用とオークション提案は、同年の予算審議終了時には間に合わず、翌年に向けて検討が続けられることになった。
　1991年秋の10月に入り、次年度の予算審議が終了すると、上下両院の通信小委員会で、「周波数オークション」に関する検討がより積極的に進められるようになった。しかし下院小委員会のE. J. Markey委員長は、オークション導入に消極的で、10月上旬に開かれた同公聴会の議長をJ. Cooper議員と交代するほどであった。同公聴会では、周波数オークションを実施した場合、資金力を持つ大規模事業者が周波数を独占するのではないかという問題（deep pockets問題）、非都市地域への周波数をどのように確保するかの問題等が議論された。本公聴会では、共和党の有力議員Thomas J. Bliley議員（後に1996年の通信法改正の中心となった）がオークションに賛成する旨の意向を示し、オークションの実現に向けて強い影響を与えた。
　10月下旬には、上院通信小委員会でもオークション問題に関する公聴会が開かれ、下院と同様の議論が提示された。FCCのA. C. Sikes委員長は、オークション一般について賛成意見を提示したが、しかしながら、放送事業については慎重な態度を取り、ATV（DTV）用周波数については、（放送事業者がすでに放送用周波数を使用中であることから）オークションを適用するべきではないとする考えを表明した。また、周波数を使用する放送、教育放送、小規模電話会社等の事業者側は、オークションに反対する意見を述べたが、長距離事業者であるAT&Tは、オークションを含むStevens法案を支持する意見を表明した（付録A. I. 6）。
　1992年に入り、FCCは同年夏までにオークション法案を成立させることを図り、その対象として、2GHz帯220MHzの周波数を、PCSをはじめとする新通信技術用に分配するための検討を開始した。3月に入ると上下両院で、改めて周波数共用法案とオークション法案が提案された。4月に入り、上院商務委員会E. F. Hollings委員長は、共用予定の2GHz帯周波数を、安全目的のためにすでに使用している電力・鉄道等の事業者の保護が不十分であることを警告する旨の書簡を、Sikes委員長に送った。本問題に関するHollings委員長の行動は、FCC等によるオークション実現に対し、厳しい制約となった。
　1992年6月に入り、上院通信小委員会で、周波数移管について公聴会が開かれた。また下院においては、通信小委員会のE. J. Markey委員長が、NTIAに対し、周波数使用の現状を説明するように求めた。
　同年8月の連邦政府予算案決定の時期に入っても、2GHz帯マイクロウェーブ既存使用事業者の保護に関して、上院Hollings委員長と下院商務委員会のJ. Dingell委員長の間に対立が残ったままであった。さらに9月に入り、下院通信小委員会のE. J. Markey委員長が、周波数オークション法案の通過を事実上停止させる爆弾を投じた。Markey委員長は、NTIAが「周波数オークション研究計画」用の資金として産業界から援助を求めていることを問題とし、これを「議会の同意を経由しない事実上の租税徴収」として、その違法性を追求した。このことによって、1992年中の周波数共用・オークション法案の通過は、事実上困難となった。NTIAのG. F. Chapados副長官は、Markey委員長に書簡を送り、民間事業者からの資金協力を断念する旨を述べた。Markey委員長は、年来オークション提案に対して懐疑的であったが、これが同委員長による同法案への「最後の抵抗」になった。
　1993年の第103議会に入り、FCCは同年中に周波数共用・オークション法案を成立させ、PCSの展開を開始するため、具体的な検討を開始した。1月中旬に、FCCのSikes委員長は、Reed E. Hundt 新委員長に交代した。2月に入ると、上院において周波数の共用とオークションを含む「1993年新通信技術法（S.335）」が提出された。同法案では、当初30MHz分だけの実験オークションが提案されていたが、後に200MHzに修正された。同法案は、D. K. Inouye通信小委員長、Ted Stevens議員などの商務委員会の中心メンバーによって提案されたものである。また、同2月に下院でも、John Dingellエネルギー・商務委員長と、E. J. Markey通信小委員長によって、オークションを含まない「周波数共用法案（HR707）」が提案・可決され、同月末に本会議に送られた。その際にJ. Dingell委員長は、下院委員会でオークション条項を近く審議する見込みであることを述べた（付録A. I. 7）。
　2月中旬には、Clinton新大統領が『一般教書』の中で、周波数の共用とオークションの両者が望ましいことを述べた。
　3月中旬に上院通信小委員会で、周波数共用・オークション法案（S.335）について公聴会か開かれ、大部分の出席者が賛成意見を述べた。そしてInouye小委員長は、オークションに関する合意が急速に形成されつつあると発言した（付録A. I. 8）。
　1993年5月初めに、下院通信小委員会と商務委員会は、「1993年周波数使用免許制度改革法案」を可決し、本会議に送付した。同法案は、FCCに対してオークション制度の採用を認め、そのための規則制定を要請するものである。ただし、周波数の（商用目的でない）私的使用や、放送事業のように直接の収入を伴わない場合には、オークションを実施しないという内容である。また、オークションの採用目的は、周波数の効率的使用にあり、政府収入の増大にはないことを含んでいる。同法案は、下院本会議で「財政調整法」の一部として審議された。5月下旬に下院予算委員会は、同法案を含む「1993年包括財政調整法案」を本会議に報告した。
　上院商業・科学・交通委員会は、これに対し、Inouye委員長提案のS.335を共用周波数を200MHzまで認めた上で可決し、本会議に送付した。ただし、本法案では、非都市地域における周波数の割当についても考慮が払われており、この点で下院法案と異なっていた。6月下旬にS.335は、上院本会議で一部修正の上可決され、「包括財政調整法案」に包含されることになった。6月28日には、Al Gore上院議長の下で、同調整法案が1票差で可決・成立した。
　上下両院の「包括財政調整法案（HR2264）」は、8月5日になって両院協議会で合意された（付録A. I. 9）。同法には、「周波数の共有」と「周波数オークションの採用」に関する1934年通信法改正条項が含まれている。同調整法（HR2264）は、200MHz分の周波数を政府使用から企業使用目的に移転すること、同周波数のオークションによる収入は国庫に入ること、オークションにおいては、FCCが小規模事業者、マイノリティ・女性所有の事業者にも周波数が割当てられるよう配慮するべきことを定めている。両院協議会のHR2264に対し、下院は2票差、上院は1票差でこれを可決した。そして、8月6日にClinton大統領が同法案に署名して、HR2264は、1993年Public Law 103-66として成立することになった（付録A. I. 10）。この結果、通信法309条に第(j)項が追加され、「周波数オークション制度」の骨子が次節で述べるように形作られたのである。
�  Kwerel 他[1985]。


� FCCでは、各種の案件を検討するための手続・方式が「行政手続法」「通信法」とその下の「規則」によって詳細かつ明示的に定めれている。新サービスの認可のような具体的案件は、典型的には、FCCによる当初提案、一般からのコメント募集、コメントへの回答募集、FCCによる決定・命令というプロセスを経る。複雑・困難な案件の場合には、最終決定にいたるまで、このプロセスが何度も繰り返され、時には、最終決定に納得しない事業者による訴訟に発展することもある。FCCでは、それぞれの案件に「Docket番号」を付して区別しており、たとえばGN90-314は、FCCによる「1990年の第314番目の一般案件」という意味である。「Docket番号」が付せられた案件に関する活動の全体はProceedings（審理手続）と呼ばれ、そのための具体的な手続規定にしたがって進められ、またその詳細な記録が残される（鬼木[1995、1996B] ）。


� 　FCCが発行する（公式）文書には、3種類の文書記号・番号が付せられている。第1は、前註で説明した「案件（Docket）番号」である。第2は、当該事項の決定権限に基づく文書の分類と通し番号であり、FCC自身が決定する「FCC文書」と、FCCが下部機構に最終決定権限を委譲（delegate）する「DA（Delegated Authority）文書」の2種類がある。本文の97FCC309とは、1997年のFCC文書の第307号の意味である。第3は、FCC文書の刊行形式（FCC Record）の巻号・ページ数による指定であり、それはたとえば6FCCRcd6601（1991）のように略記され、「FCC Record第6巻（1991年）の6601ページからはじまる文書」を意味する。FCCの重要文書の多くには、上記3種類の文書記号・番号がすべて与えられており、そのいずれの1つからでも目的文書を特定することができる。


� オークション導入立法が議会を通過したのは1993年夏であるが、その翌年の1994年から、議会と行政府は「通信法」の大規模改正に取り組み、結局1996年2月に「1996年テレコム法」が成立して、同改正を実現した。周波数オークションに先立つ米国通信産業の大問題は「（旧）AT&Tの分割」であったが、その解決には1972年から10年間を要した。次いで議会は、オークション導入の検討に6年余の年月をかけたが、それよりもはるかに大規模な1996年の通信法改正は、2年半で終えることができた。さらに、放送のデジタル化を含むオークション制度拡張のための立法は、（「放送マスコミ」という議会にとっての「苦手」を対象としていたにもかかわらず）上記の1年半後、すなわち1997年夏に議会を通過した。これらの経過から、米国議会・行政府・司法府の担当者による「情報通信」の重要性の認識や問題点等の理解が進み、同発展のための立法等に要する期間が時間の経過とともに短縮される傾向を見ることができる。


� 上下両院において通信（放送を含む）問題を直接に担当する委員会・小委員会は、オークション問題の検討期間中、下記の構成をとっていた。上院：「商務委員会」とその下の「通信小委員会」、下院：「エネルギー・商務委員会」とその下の「通信小委員会」。なお、上院は人数が少ないので、小委員会のメンバーはすべて親委員会に入っているが、下院においては、親委員会・小委員会は、大部分別メンバーによって構成されている。また、オークションの検討期間中に、議会の多数派（majority）が民主・共和両党間で移動し、その結果、委員長・小委員長が交代したが、本問題に関するかぎり、多数派交代の影響はあまり大きくなかったように見える。それよりも、委員長・小委員長個人の意見・立場が、（短期的にではあったが）強い影響を与えた。


� その後、議会は、FCC・NTIAに対し、予算を付した上で周波数の現状の詳細を調査し、報告するよう求めた。その結果、周波数の使用状況に関する情報公開が実現した。現在では、NTIAとFCCが、周波数帯の分配（allocations、使用目的、地域等）および割当（assignments、個別無線局への免許）内容を公表している。分配については書籍形式で公刊している（インターネット上の公開を含む、U.S. Department of Commerce [1996]）。周波数の分配・割当の公表・公刊は、電波を利用する新技術の開発、とりわけ小規模ベンチャーによる開発の推進に大きく貢献した（本註上記部分は、FCC担当係官の談話による）。


なお日本では、電波法26条・同施行規則19-21条によって周波数表（同分配）が公衆の閲覧に供せられ、インターネット上でも公開されており、1997年からはその公刊も実現している（郵政省 [1997、1999] ）。さらに2001年以降には、より詳細な分配内容が公開されている（総務省総合通信基盤局 [2001A] ）。しかし周波数の個別局への「割当」内容については、電波法25条・同施行規則10条、10条の2により、一部の無線局についてのみ免許事項が「告示」方式によって公表されているが、他の大部分の局については公表の措置は取られていない（2001年11月現在）。なお総務省は、2001年の後半にいたって、周波数割当内容の詳細を公開するための検討を開始している（総務省総合通信基盤局 [2001B、C] ）。
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